
三位一体の改革実現のために

　三位一体での改革実現のために
は、税制面において、次の５つの対
応が必要である。
①税の直間比率を見直し、法人税
などの直接税から消費税などの間
接税に軸足を移す（表）。あわせて、
経済成長につながる法人税減税を
実現する。
②年金制度抜本改革とあわせ、基
礎年金は消費税を中心とした全額
税方式へ段階的に移行する。
③年金、医療、介護および生活保
護などの社会保障費の削減を先送り
しない。2020年度までに消費税率
を少なくとも15％まで引き上げる。
④国内で研究開発や設備投資を行
う企業を、研究開発税制や投資減
税、個人消費促進・内需拡大につ
ながる税制措置によって支援する。
⑤グローバル展開する企業の二重
課税問題や租税条約等国際課税の
課題、主要各国との法人実効税率
の格差などを是正する。

要望の概要
　
１．財政再建を支える税制改正

（1）消費税（2015年10月まで）

①消費税率の５％引き上げ

　まずは消費税率の５％引き上げを

着実に実行すべきであるが、社会
保障給付費の大幅な削減が大前提
である(※消費税率の５％引き上げ
については、８月10日に法案成立)。
②共通番号制度と合わせた給付付

き税額控除制度の早期導入

　消費税率引き上げに伴う低所得
者層への配慮として「給付付き税
額控除制度」を導入すべきである。
そのためには、正確な所得の捕捉に
より、確実な税額控除を実現するこ
とが必要であり、税と社会保障の共
通番号制度の導入が不可欠である。
③二段階での消費税率引き上げに

伴う企業負担の軽減

　内税方式・外税方式の変更を安
易に行わないなど税率引き上げに
伴う企業負担について考慮すべき。

（2）消費税（2020年度まで） 

①消費税率を少なくとも15％まで引

き上げ

　社会保障制度の中長期的な維持
のために、消費税率を2020年度ま
でに少なくとも15％まで引き上げる
ことは避けられないと考える。
②軽減税率導入の検討

　消費税率を15％超に引き上げる
際には、軽減税率導入を検討すべ
きである。ただし、その導入につい
ては、給付付き税額控除制度と十
分比較したうえで、どちらか一方の
実施を検討すべきである。
③インボイス方式の導入

　軽減税率の導入と合わせて、消
費税制度の透明性・公平性の観点
から、インボイス方式の導入を検討
すべきである。
④基礎年金の消費税を中心とした

全額税方式への段階的な移行

　現行の賦課方式(世代間扶養)に
よる年金制度は、持続可能性がな
く抜本改革が必要である。消費税
率を少なくとも15％まで引き上げる
ことを前提に、基礎年金は消費税
を中心とした全額税方式へ段階的
に移行すべきである。
２．産業空洞化の防止と成長力の

創出・強化を支える税制改正

（1）法人課税（国税・2013年度改正） 

①投資減税の導入・投資促進に係

る租税特別措置の恒久化　

　環境・エネルギー技術などの成
長力の創出・強化に資する国内設
備投資、国内での生産拠点の分散
化をはかり、サプライチェーンの海
外流出の防止に資する設備投資な
どに対しては、これを促進する税額
控除措置を導入すべきである。
②研究開発に係る租税特別措置の

恒久化

　2012年度税制改正において、試
験研究費に係る税額控除の適用期
間が２年間延長されたが、延長で
はなく恒久化を検討すべきである。
③連結納税制度の見直し

　連結納税制度の対象範囲は、主
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要各国を参考にわが国でも拡大すべ
きである。 
④受取配当金の全額益金不算入と

負債利子控除の撤廃

　二重課税排除の観点から受取配
当金は全額益金不算入とし、負債利
子控除は廃止すべきである。
⑤欠損金の繰り戻し還付

　中小企業に限定している欠損金の
繰り戻し還付は、大企業を含むすべ
ての企業に適用すべきである。

（2）法人課税（地方税）

①地方法人二税(法人住民税・法人

事業税)の見直し

　法人実効税率引き下げのため、消
費税率引き上げを前提に地方法人
二税は縮減のうえ、超過課税を廃止
すべきである。
②償却資産に係る固定資産税の廃

止

　法人課税との二重負担および課税
の公平性の観点からも廃止すべき。
③事業所税の廃止

　固定資産税との二重負担の問題
もあり、廃止すべきである。

（3）法人課税（国税・地方税・2020

年度まで）

　日本企業の国際的なイコールフッ
ティング確保のため、法人実効税率
については、投資減税措置などとも
合わせて、遅くとも2020年までにア
ジア主要国並みの水準（約20％）にま
で段階的に引き下げるべきである。

（4）国際課税

①移転価格税制の見直し

　企業と税務当局との見解の相違
による追徴課税がいまだに発生して
おり、具体的な統一見解が明示され
ることを引き続き求める。　
②租税条約締結の推進

　安心かつ確実なグローバルビジネ
ス環境の整備に向け、租税条約の締
結の一層の推進をはかるべきである。
３．内需拡大・経済活性化を支える

税制改正

（1）住宅取得に係る諸課税の簡素

化、改修工事に対する税制優遇

拡大

　不動産取得税、登録免許税、印
紙税、消費税などの整理・簡素化を
行うべきである。防災・減災に寄与
する改修工事については所得税額
控除や固定資産税減額などの優遇
措置のさらなる充実が必要である。

（2）高齢者の資産ストックの現役世

代への移転促進に対する税制優

遇拡大

　贈与税の暦年課税における非課
税枠のさらなる拡大、教育資金を目
的とする別枠の非課税枠を設けるこ
とも検討すべきである。

（3）金融所得課税の一体化推進

　配当・株式譲渡・国内株式投資

信託の収益分配金といった金融所
得の幅広い損益通算を求める。

（4）PFI事業に係る課税の特例 

①インフラファンド等の民間資金活

用のための税制優遇制度創設

　PFI（Private Finance Initiative）
事業への民間資金の活用には、イン
フラファンド等の資金調達方法の多
様化が必要であり、民間投資を誘導
するための税制上の優遇措置(金融
所得課税の軽減)が必要である。
②PFI事業者による大規模修繕のた

めの積立金制度の創設 

　PFI事業の対象施設は一定期間ご
とに大規模修繕が必要であり、それ
に備えて一定期間内部留保を行う必
要がある。民間事業者が公共施設
の大規模修繕に円滑に対応できるよ
う、非課税扱いとなる修繕積立金制
度を創設すべきである。

(経済調査部　合志優)
＊提言全文は関経連ホームページを参照。
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〈表　税の直間比率の国際比較〉

〈図　債務残高の国際比較（対GDP比）〉


